





柴 田 洋 二 郎
 事実の概要
１ Ａは, 親会社のＢ社からＣ社に出向し, Ｃ社のＤ工場等で営業企画
等の業務を担当していた｡ Ｃ社代表取締役社長のＥは, Ｂ社事業企画部
長を兼任しているため, Ｃ社生産部長のＦが社長業務を代行していた｡
２ 平成年月６日, Ｆ部長は, Ｂ社の中国の子会社から受け入れて
いる中国人研修生３名の帰国と, 次に受け入れる中国人研修生２名の来
日に際して, 翌日 (７日) に上記５名の歓送迎会 (以下, ｢本件歓送迎




３ () 同月７日, 本件歓送迎会は, Ａの到着を待たずに開始された｡
Ｆ部長は, 研修生らをその居住するアパートから本件歓送迎会場の飲食




() Ａは, 資料作成を一時中断し, 作業着のまま社有車で本件飲食店
に向かい, 午後８時ごろ到着し, 本件歓送迎会に参加した｡ Ａは研修生
からビールを勧められたがこれを断り, アルコール飲料は飲まなかった｡
() 本件歓送迎会は, 午後９時過ぎに終了し, 飲食代金はＣ社の経費
から支払われた｡
４ Ａは, 研修生らをアパートまで送ったうえでＤ工場に戻るため, 研
修生らを同乗させて社有車を運転し, アパートに向かう途中で交通事故
(以下, ｢本件事故｣) に遭い, 死亡した｡ Ｄ工場とアパートは, いずれ
も本件飲食店からは南の方向にあり, Ｄ工場とアパートとの距離は約２
だった｡




() Ｘは, 本件決定の取消しを求めてＹ (国｡ 一審被告, 被控訴人,



















と, Ａに対し, 職務上, 上記の一連の行動をとることを要請していたも
のということができる｡｣






























研修生らをアパートまで社有車で送迎する (以下, ｢本件送迎行為｣) 途
中の交通事故により死亡したことにつき, 本件送迎行為に業務遂行性が
あるか否かが争点となった事件の上告審である｡
最高裁は, 原判決 (若干の補正を除き, 概ね一審判決を引用する) を
取り消し, 労基署長の不支給決定を取り消した｡ 本件事案の特徴は, 歓
送迎会後に業務再開のため工場に戻る必要があった点および, (単なる





最高裁は, 判旨１で, 従来の最高裁判決 (①十和田労基署長事件・最















()), ②本件歓送迎会の位置づけ (判旨２ ()), ③本件送迎行為の位
置づけ (判旨２ ()) の３点を考慮する｡ そこでは, Ｆ部長の本件歓送
迎会以前の言動を踏まえて, Ａが同会に参加し, 同会終了後にＤ工場に
戻るに至った一連の行動をとることは, Ｃ社から職務上要請されていた
とし (判旨２ ()), 本件歓送迎会がＣ社の事業活動に密接に関連して
行われたものであるとしたうえで (判旨２ ()), 本件送迎行為をその
要請されていた一連の行動の範囲内のものとする (判旨２ ())｡ そし
て, 結論として, 本件送迎行為に業務遂行性を認め, 本件事故によるＡ
の死亡と本件送迎行為との間に相当因果関係が存在すること (Ａの死亡
の業務起因性) も認めている (判旨２ ())｡
このように一連の行動を評価する判断枠組みは, 一審および控訴審が
依拠した, ①本件歓送迎会への参加, ②本件送迎行為, ③Ｄ工場に戻る
ための運転行為, それぞれの業務遂行性を個別に判断する (従来の) 判






として参加する場合 (例えば, 営業課員, 庶務課員などに多い) には,
一般的に業務遂行性が認められるが, それ以外の労働者の場合には, そ
の催しの主催者, 目的, 内容 (経過), 参加方法, 運営方法, 費用負担
等について総合的に判断しなければならないとしても, 特別の事情がな
中京法学巻１・２号 (年) ()
い限り, 業務遂行性がないのがむしろ通例である｣ としている (厚生労
働省労働基準局労災補償部労災管理課編 『七訂新版労働者災害補償保険





おり, 労災の事案ではない])｡ 他方で, 裁判例は, 当該行事の趣旨・目
的を, 当該行事の形式や名称にとらわれず, 開催の経緯やこれまでの類
似の行事の状況等実態に即して判断する｡ そのうえで, 行事の趣旨・目
的が慰安, 慰労, 懇親, 親睦等にあるとされた場合は, 出欠勤に関する






頁, ④立川労基署長 (東芝エンジニアリング) 事件・
東京地判平成・・
労判	号頁, ⑤本件第一審・東京地判平成	・






ず, 通勤 (出勤および退勤) 途上の災害は, 一般には業務遂行性はなく,
その間に発生した災害は業務外の災害となる｡ もっとも, 通勤の ｢途中
で用務を行う場合｣ は, ｢Ⅰ 事業主の業務命令があったかどうか｡ 明
示の業務命令はなかったとしても当該労働者として職務上当然行うこと




の勤務時間, 通勤順路, 通勤方法等と著しく異なった時間, 順路, 方法
等による必要があったかどうか｡｣ について積極的に解すべき事情があ
れば, 一般に業務遂行性があるとしている｡ また, 外勤業務に従事する
労働者は, 勤務態様によるが, 一例として, 特定区域内の複数の用務先
と自宅を往復している場合には, ｢自宅を出てから最初の用務に着手す
るまでの間, 最後の用務を終えて自宅に戻るまでの間は, 特別の事情の
ない限り｣ 業務遂行性はないとする｡ ただし, ｢個々の実情に即して判
















間中の災害とパラレルに考えうるが (最高裁調査官による, 林史高 ｢本
件解説｣ ジュリ	号頁以下参照), 他方で, 直ちに労働者の担当業
務行為とはいえないが, 単なる私的行為ともいえない性質の行為とみる






害は, 業務遂行性が認められるとする (『労災保険法』 頁)｡
裁判例は, 当該労働者の本来の担当業務でなく, 特別の業務命令もな
















み (本件一審・控訴審含む) とは異なっている (前掲・小西
頁は,
前者を ｢一連事情一括評価方式｣, 後者を ｢個別事情総合評価方式｣ と













立つのか (選択的なものか, 順次的なものか) について, 今後明確にす
べき必要があろう｡
また, 本判決は, Ａの本件歓送迎会への参加に ｢職務上｣ の ｢要請｣
があったとしている｡ まず, 本件歓送迎会への参加を営業企画等を担当
する その意味で行事の世話役と思われない Ａに対する職務とと
らえていると考えうる点を指摘できる｡ さらに, 業務 ｢命令｣ や参加の
｢強制｣ があったとは判断していない｡ 以上の点で, 業務遂行性を従来
よりも広く認めることにつながりうる｡ 特に, 曖昧さが残る ｢要請｣ と
いう基準の具体化・明確化の必要性が指摘されている (森戸英幸 ｢本件
解説｣ ジュリ号５頁｡ 例えば, ⑫島根八雲郵便局簡保旅行会事件・
松江地判昭和・・労判号	頁は, 旅行への随行について, 実質
的に特別の業務命令と同視し得る ｢強い｣ 要請があったとして業務遂行
性を認めている｡ これに対し, 本判決は, いわば ｢単なる｣ 要請である)｡
さらに, 最高裁は, 本件歓送迎会および本件送迎行為について, 控訴
審と同じ事実関係のもとで異なる判断をした｡ すなわち, 控訴審 (およ
び一審) は, 本件歓送迎会を, 研修生との親睦目的の従業員有志による
私的な会合とし, 本件送迎行為を, 私的な会合である本件歓送迎会に附
随する任意の運転行為とし, いずれの業務遂行性も否定した｡ これに対
し, 最高裁は, まず, 本件歓送迎会をＣ社の事業活動に密接に関連して
行われた行事とした (業務遂行性の有無は判断していない｡ 判旨２ ())｡
ここでは, 本件歓送迎会にかかる判断に至る過程で, 研修生が社有車に
より送迎されていたことも考慮している点で, 控訴審 (および一審) と
異なる｡ 社有車による送迎は, 当該行事の目的や位置づけの判断にあたっ
て ｢参加方法｣ として考慮されうることがわかる｡ また, 本件送迎行為
をＣ社から要請されていた一連の行動の範囲内のものであったとした






うかがわれないにもかかわらず (判旨２ () 参照), ｢会社から要請さ
れた一連の行動の範囲内｣ とすることに疑問がないわけではない｡ もっ
とも, 本件では, 運転は ｢単なる私的行為｣ ではなく, 送迎行為である
点に特徴がある｡ この点, 行政解釈および従来の裁判例に照らせば, 明
示の命令がない場合でも, 具体的状況に応じて労働者が当該行為を行う
ことが予想・期待される場合や, 合理性または必要性がある場合であれ









頁 (初出は, ジュリ号	頁), 大山盛義・季労号頁に接した｡
業務を中断して参加した歓送迎会終了後, 仕事に戻る途中に
研修生らを自動車で送迎する行為の業務遂行性 (柴田)
 ()
